
�愛媛県規則第６号
愛媛県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県環境影響評価条例施行規則（平成１１年愛媛県規則第２７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（都市計画決定権者が手続を行う場合の条例の読替え）

第５２条 条例第４１条第１項の規定により都市計画決定権者が環境影

響評価その他の手続を行う場合における条例第５条から第３３条ま

（都市計画決定権者が手続を行う場合の条例の読替え）

第５２条 条例第４１条第１項の規定により都市計画決定権者が環境影

響評価その他の手続を行う場合における条例第５条から第３３条ま
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で（条例第５条第２項、第１３条第３項並びに第２５条第１項第３号

及び第２項を除く。）の規定の適用については、次の表の左欄に

掲げる条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲

げる字句とする。

省略

第３２条 定める者 定める者（評価書に係る都市計画が都市

計画法第１８条第３項（同法第２１条第２項

において準用する場合を含む。）、同法

第１９条第３項（同法第２１条第２項におい

て準用する場合及び同法第２２条第１項又

は第８７条の２第３項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）又は都市

再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）

第５１条第２項の規定による同意を要する

ものである場合にあっては、当該同意を

行う国土交通大臣（都市計画法第８５条の

２又は都市再生特別措置法第８１条の規定

により当該同意に関する国土交通大臣の

権限が地方整備局長に委任されている場

合にあっては、当該地方整備局長）又は

知事及び次の各号に掲げる評価書の区分

に応じ当該各号に定める者）

（事業者が環境影響評価を行う場合の都市計画法の特例）

第５７条 前条第５項の規定により評価書の送付を受けた都市計画決

定権者は、同項の都市計画を定めようとするときに都市計画法第

１８条第３項（同法第２１条第２項において準用する場合を含む。）

又は同法第１９条第３項（同法第２１条第２項において準用する場合

及び同法第２２条第１項又は第８７条の２第３項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）の規定による同意を要する場合に

は、当該同意を行う国土交通大臣（同法第８５条の２の規定により

当該同意に関する国土交通大臣の権限が地方整備局長に委任され

ている場合にあっては、当該地方整備局長）又は知事に当該評価

書を送付しなければならない。

２ 前項の都市計画について都市計画法第１８条（同法第２１条第２項

において準用する場合を含み、同法第１８条第１項及び第２項にあ

っては同法第２２条第１項の規定により読み替えて適用される場合

を含む。）又は同法第１９条第１項から第４項まで（同法第２１条第

２項において準用する場合を含み、同法第１９条第３項にあっては

同法第２２条第１項の規定により読み替えて適用される場合を含

み、同法第１９条第３項（同法第２１条第２項において準用する場合

を含む。）にあっては同法第８７条の２第３項の規定により読み替

えて適用される場合を含み、同法第１９条第４項にあっては同法第

２２条第１項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の

規定が適用される場合には、第５４条第２項の規定は、都市計画決

定権者が前条第５項の規定により送付を受けた評価書に係る対象

事業等を都市計画に定めようとする場合について準用する。この

場合において、第５４条第２項中「第５２条の規定により読み替えて

適用される」とあるのは、「第５６条第５項の規定により送付を受

けた」と読み替えるものとする。

附 則

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。

で（条例第５条第２項、第１３条第３項並びに第２５条第１項第３号

及び第２項を除く。）の規定の適用については、次の表の左欄に

掲げる条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲

げる字句とする。

省略

第３２条 定める者 定める者（評価書に係る都市計画が都市

計画法第１８条第３項（同法第２１条第２項

において準用する場合を含む。）、同法

第１９条第３項（同法第２１条第２項におい

て準用する場合及び同法第２２条第１項又

は第８７条の２第２項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）又は都市

再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）

第５１条第２項の規定による同意を要する

ものである場合にあっては、当該同意を

行う国土交通大臣（都市計画法第８５条の

２又は都市再生特別措置法第７２条の規定

により当該同意に関する国土交通大臣の

権限が地方整備局長に委任されている場

合にあっては、当該地方整備局長）又は

知事及び次の各号に掲げる評価書の区分

に応じ当該各号に定める者）

（事業者が環境影響評価を行う場合の都市計画法の特例）

第５７条 前条第５項の規定により評価書の送付を受けた都市計画決

定権者は、同項の都市計画を定めようとするときに都市計画法第

１８条第３項（同法第２１条第２項において準用する場合を含む。）

又は同法第１９条第３項（同法第２１条第２項において準用する場合

及び同法第２２条第１項又は第８７条の２第２項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）の規定による同意を要する場合に

は、当該同意を行う国土交通大臣（同法第８５条の２の規定により

当該同意に関する国土交通大臣の権限が地方整備局長に委任され

ている場合にあっては、当該地方整備局長）又は知事に当該評価

書を送付しなければならない。

２ 前項の都市計画について都市計画法第１８条（同法第２１条第２項

において準用する場合を含み、同法第１８条第１項及び第２項にあ

っては同法第２２条第１項の規定により読み替えて適用される場合

を含む。）又は同法第１９条第１項から第４項まで（同法第２１条第

２項において準用する場合を含み、同法第１９条第３項にあっては

同法第２２条第１項の規定により読み替えて適用される場合を含

み、同法第１９条第３項（同法第２１条第２項において準用する場合

を含む。）にあっては同法第８７条の２第２項の規定により読み替

えて適用される場合を含み、同法第１９条第４項にあっては同法第

２２条第１項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の

規定が適用される場合には、第５４条第２項の規定は、都市計画決

定権者が前条第５項の規定により送付を受けた評価書に係る対象

事業等を都市計画に定めようとする場合について準用する。この

場合において、第５４条第２項中「第５２条の規定により読み替えて

適用される」とあるのは、「第５６条第５項の規定により送付を受

けた」と読み替えるものとする。

愛 媛 県 報平成２４年３月２７日 第２３５４号

２３１



�愛媛県規則第７号
愛媛県自然環境保全条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県自然環境保全条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県自然環境保全条例施行規則（昭和４９年愛媛県規則第４６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（特別地区内における行為の制限の対象とならない国又は地方公

共団体の行為）

第１７条 条例第２１条第１０項第３号の規則で定める行為は、次の各号

に掲げるものとする。

�～� 省略

� 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第

８８号）第２８条第１項の規定に基づき環境大臣が指定する鳥獣保

護区内において、同法第２８条の２第３項の規定により知事が環

境大臣に協議してその同意を得、又は協議した保全事業として

木竹を損傷すること。

� 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第２８条第１項の規

定に基づき知事が指定する鳥獣保護区内において、同法第２８条

の２第１項の規定により県が行う保全事業又は同条第４項の規

定により知事に協議してその同意を得、若しくは協議した保全

事業として木竹を損傷すること。

�～� 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第３９３号
全国自治宝くじ事務協議会に熊本市を加え、全国自治宝くじ事務

協議会規約の一部を次のように変更する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

第３条第２号中「相模原市」の下に「、熊本市」を加える。

第６条中「９人」を「１０人」に改める。

附 則

１ この規約は、平成２４年４月１日から施行する。

２ この規約による変更後の規約（以下「変更後の規約」という。）

第８条第１項の規定により平成２５年３月３１日までの間に委員に選

任された者の任期は、変更後の規約第８条第２項の規定にかかわ

らず、同日までとする。

�������
�愛媛県告示第３９４号
西日本宝くじ事務協議会に熊本市を加え、西日本宝くじ事務協議

会規約の一部を次のように変更する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

第３条中「及び岡山市」を「、岡山市及び熊本市」に改める。

第６条中「２１人」を「２２人」に改める。

第１７条第２項中「及び岡山県」を「、岡山県及び熊本県」に改め、

「岡山市に」の下に「、熊本県にあつては熊本県知事及び熊本市長

の協議により定めた割合をもつて熊本県及び熊本市に」を加える。

附 則

この規約は、平成２４年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県告示第３９５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

越智歯科医院 越 智 寛 西条市東町２０６ 平成２４年
２月１日

たねがわ心の相
談室 曾 根 啓 一 新居浜市種子川町２番２

号
平成２４年
３月１日

�������
�愛媛県告示第３９６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同

法第４９条の規定により、施術機関を次のように指定した。

（特別地区内における行為の制限の対象とならない国又は地方公

共団体の行為）

第１７条 条例第２１条第１０項第３号の規則で定める行為は、次の各号

に掲げるものとする。

�～� 省略

� 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第

８８号）第２８条第１項の規定に基づき環境大臣が指定する鳥獣保

護区内において、同法第２８条の２第３項の規定により知事が環

境大臣に協議し、その同意を得た 保全事業として

木竹を損傷すること。

� 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第２８条第１項の規

定に基づき知事が指定する鳥獣保護区内において、同法第２８条

の２第１項の規定により県が行う保全事業又は同条第３項の規

定により知事に協議し、その同意を得た 保全

事業として木竹を損傷すること。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

告 示
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平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

施術機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

ひなた整骨院 井 下 智 章 四国中央市三島中央五丁
目１１－５ 中村ビル１階

平成２４年
１月２０日

�������
�愛媛県告示第３９７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

越智歯科医院 越 智 寛 西条市栄町２５０ 平成２４年
１月３１日

露口歯科医院 露 口 晃 宏 伊予郡砥部町高尾田３７ 平成２４年
２月１５日

�愛媛県告示第３９８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３９９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人日親会 今治市菊間町浜１４５３番地１ グループホームラ・ファミー
ユ 今治市菊間町浜１４５３番地１ 平成２４年１月１日

高部タクシー株式会社 今治市波止浜１５８番地２３ 高部ケアサービス 今治市波止浜１５８番地２３ 平成２４年１月１日

株式会社縁 宇和島市三間町迫目１０４１番地
１１ デイサービス縁 宇和島市三間町迫目１０５６番地 平成２４年２月２０日

有限会社萩の台 新居浜市萩生１３０番地の５７ グループホーム・カミングケ
アステーション

新居浜市政枝町二丁目３番３２
号 平成２４年２月２５日

有限会社真成堂 西条市玉津５８３番地５ 真成堂セリ薬局 西条市大町７０３番地３ 平成２４年２月２７日

株式会社オネスト 西条市小松町妙口甲１５４０番地
５ 庄野薬局小松店 西条市小松町妙口甲１５４０番地

５ 平成２４年３月１日

医療法人滴水会 今治市末広町一丁目５番地５ 小規模多機能ひうち 今治市末広町三丁目３番地６ 平成２４年３月５日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人日親会 今治市菊間町浜１４５３番地１ グループホームラ・ファミー
ユ 今治市菊間町浜１４５３番地１ 平成２４年１月１日

高部タクシー株式会社 今治市波止浜１５８番地２３ 高部ケアサービス 今治市波止浜１５８番地２３ 平成２４年１月１日

社会福祉法人愛美会 四国中央市上分町８－２ 樋谷荘 四国中央市上分町８－２ 平成２４年２月１日

株式会社縁 宇和島市三間町迫目１０４１番地
１１ デイサービス縁 宇和島市三間町迫目１０５６番地 平成２４年２月２０日

��������������
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�愛媛県告示第４００号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護支援事業を行

う事業所の名称及び所在地が次のように変更された。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４０１号
理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第１１条の４第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理理容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明３丁目７番２６号 有明フロンティアビルＢ棟

９階

財団法人理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

平成２４年８月１３日、平成２４年８月２０日、平成２４年８月２７日の３

日間

４ 講習場所

松山市持田町三丁目８番１５号

愛媛県総合社会福祉会館

５ 受講料

１８，０００円

�愛媛県告示第４０２号
美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第１２条の３第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理美容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明３丁目７番２６号 有明フロンティアビルＢ棟

９階

財団法人理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

平成２４年８月１３日、平成２４年８月２０日、平成２４年８月２７日の３

日間

４ 講習場所

松山市持田町三丁目８番１５号

愛媛県総合社会福祉会館

５ 受講料

１８，０００円

�愛媛県告示第４０３号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

有限会社萩の台 新居浜市萩生１３０番地の５７ グループホーム・カミングケ
アステーション

新居浜市政枝町二丁目３番３２
号 平成２４年２月２５日

有限会社真成堂 西条市玉津５８３番地５ 真成堂セリ薬局 西条市大町７０３番地３ 平成２４年２月２７日

株式会社オネスト 西条市小松町妙口甲１５４０番地
５ 庄野薬局小松店 西条市小松町妙口甲１５４０番地

５ 平成２４年３月１日

医療法人滴水会 今治市末広町一丁目５番地５ 小規模多機能ひうち 今治市末広町三丁目３番地６ 平成２４年３月５日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人エンゼル 伊予郡松前町北川原３３番地１

（変更後）
指定居宅介護支援事業所エン
ゼル

（変更後）
伊予郡松前町中川原１６８番地
１

平成２３年１１月１日

（変更前）
指定居宅介護支援事業所玉泉

（変更前）
伊予郡松前町北川原３３番地１

��������������
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�愛媛県告示第４０４号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の名称を変更した旨の届出があった。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４０５号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０１０２１０７ 特定非営利活動法人こ
ころ塾

松山市大街道三丁目２
番地１６ 村 松 つ ね 就労継続支援

Ｂ型 こころ塾Ｂｅ 松山市大街道三丁目２
番地１６

平成２４年
２月８日

３８１０１０２１１５ 株式会社ヒューマンネッ
ト

香川県高松市木太町４２８４
番地８ 鎌 倉 美智代 児童デイサー

ビス ピーターパン 松山市松末二丁目１３－
７

平成２４年
２月８日

３８１０１０２１３１ 特定非営利活動法人ア
イコン

松山市東垣生町９８７－
４ 西 尾 敏 弘 就労継続支援

Ｂ型 つばさワークス 松山市南吉田町２２７４番
地１

平成２４年
３月１日

３８１０２００４２２ 株式会社アイリール 今治市喜田村八丁目１
番４１号 北 野 賢 三 就労継続支援

Ａ型 株式会社アイリール 今治市喜田村八丁目１
番４１号

平成２４年
３月１日

３８１０４００１１３ 有限会社タカハシ 八幡浜市１５１０番地５３ 水 野 豊 同行援護
有限会社タカハシ指定
訪問介護ステーション
ももたろう

八幡浜市１５１０番地５３ 平成２４年
３月１日

３８１１４０００６２ 社会福祉法人西予市社
会福祉協議会

西予市野村町野村１２号
１５番地 山 本 恒 子 同行援護 社会福祉法人西予市社

会福祉協議会宇和支所
西予市宇和町卯之町４
丁目７４６番地

平成２４年
３月１日

３８１１５００２３４ 特定非営利活動法人農
業で古里創りＮＰＯ

松山市北斎院町６８２番
地の３ 白 戸 邦 生 行動援護

同行援護・行動援護事
業所あぐり塾重信事業
所

東温市志津川片山甲４４ 平成２４年３月１日

３８１１５００２３４ 特定非営利活動法人農
業で古里創りＮＰＯ

松山市北斎院町６８２番
地の３ 白 戸 邦 生 同行援護

同行援護・行動援護事
業所あぐり塾重信事業
所

東温市志津川片山甲４４ 平成２４年３月１日

３８１４０００１９０
ＮＰＯ法人ＣＡＳＡ
ＪＯＨＡＮＮＥ‘ヨハ
ネの家’

南宇和郡愛南町御荘平
城１９７６ 岡 澤 朋 子 児童デイサー

ビス
ＮＰＯ法人ＣＡＳＡ
ＪＯＨＡＮＮＥ‘ヨハ
ネの家’

南宇和郡愛南町御荘菊
川１１５８－２

平成２４年
３月１日

３８１０３００３４７ 合同会社ラ・ルーチェ 宇和島市和霊中町二丁
目１番２７号 長 田 君 代 居宅介護 介護２４クオーレ 宇和島市和霊中町二丁

目１番２７号
平成２４年
３月２日

３８１０３００３４７ 合同会社ラ・ルーチェ 宇和島市和霊中町二丁
目１番２７号 長 田 君 代 重度訪問介護 介護２４クオーレ 宇和島市和霊中町二丁

目１番２７号
平成２４年
３月２日

３８１０３００３４７ 合同会社ラ・ルーチェ 宇和島市和霊中町二丁
目１番２７号 長 田 君 代 同行援護 介護２４クオーレ 宇和島市和霊中町二丁

目１番２７号
平成２４年
３月２日

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名
名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８１０４００１１３ 有限会社タカハシ 八幡浜市１５１０番地
５３ 水 野 豊 居宅介護 訪問介護ステー

ションももたろう

有限会社タカハシ
指定訪問介護ステ
ーションももたろ
う

八幡浜市１５１０番地
５３

平成２４年
３月１日

３８１０４００１１３ 有限会社タカハシ 八幡浜市１５１０番地
５３ 水 野 豊 重度訪問介護 訪問介護ステー

ションももたろう

有限会社タカハシ
指定訪問介護ステ
ーションももたろ
う

八幡浜市１５１０番地
５３

平成２４年
３月１日

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８１０２００４０６ ＮＰＯ法人すくら
むハート

今治市町谷甲２４７
番１ 渡 部 雄一郎 就労移行支援 多機能型事業所

すくらむハート
今治市町谷字イカ
リ甲２４７番１

今治市町谷甲２４７
番１

平成２４年
２月２０日

３８１０２００４０６ ＮＰＯ法人すくら
むハート

今治市町谷甲２４７
番１ 渡 部 雄一郎 就労継続支援

Ｂ型
多機能型事業所
すくらむハート

今治市町谷字イカ
リ甲２４７番１

今治市町谷甲２４７
番１

平成２４年
２月２０日
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�愛媛県告示第４０６号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の名称及び所在地を変更した旨の届出があった。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４０７号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業を廃止した旨の届出があった。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４０８号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第３２条第１項の規定により、次のとおり指定相談支援事業者を指定した。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４０９号
愛媛県伝統的特産品産業振興対策要綱（昭和５４年１０月１日制定）第２の１の規定に基づき、愛媛県伝統的特産品を次のように指定した。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 指 定 障 害
福祉サービス
の 種 類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名
名 称 所 在 地

変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後

３８１１３００２６２
株式会社ウェル
ライフケアサー
ビス

四国中央市下柏
町６６１番地１ 久 保 雅 子 居宅介護

ウェルライフ
ケアサービス
愛媛

訪問介護事業
所サン・ファ
ミリア

四国中央市下
柏町６６１番地
１

四国中央市下
柏町６５３番地
１ サウザン
ド・サニー１０５
号室

平成２４年
３月１日

３８１１３００２６２
株式会社ウェル
ライフケアサー
ビス

四国中央市下柏
町６６１番地１ 久 保 雅 子 重度訪問介護

ウェルライフ
ケアサービス
愛媛

訪問介護事業
所サン・ファ
ミリア

四国中央市下
柏町６６１番地
１

四国中央市下
柏町６５３番地
１ サウザン
ド・サニー１０５
号室

平成２４年
３月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
届 出
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０４０００９７ 有限会社みかんちゃん 八幡浜市郷１番耕地１２４７
番地１ 水 沼 クミ子 居宅介護 有限会社みかんちゃん 八幡浜市郷１番耕地１２４７

番地１
平成２４年
３月１日

３８１０４０００９７ 有限会社みかんちゃん 八幡浜市郷１番耕地１２４７
番地１ 水 沼 クミ子 重度訪問介護 有限会社みかんちゃん 八幡浜市郷１番耕地１２４７

番地１
平成２４年
３月１日

３８１０４０００９７ 有限会社みかんちゃん 八幡浜市郷１番耕地１２４７
番地１ 水 沼 クミ子 同行援護 有限会社みかんちゃん 八幡浜市郷１番耕地１２４７

番地１
平成２４年
３月１日

名 称 伝統的な技術若しくは技法又は伝統的に使用されてきた原材料 製造される地域

筒描染製品 １ 伝統的な技術又は技法
のり のり

糊置きは、専用の筒を使用して糊で描く手法によること。

２ 伝統的に使用されてきた原材料

使用する布は、主として木綿又は麻を加工した染物専用の布とすること。

八幡浜市

事業者番号
指 定 相 談 支 援 事 業 者 指 定 相 談 支 援 事 業 所

指 定
年 月 日

名 称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８３０１０２１２９ 特定非営利活動法人全国
重度障害者相談支援協会

東京都小平市花小金井南
町一丁目１８番２５号 ＮＲ
花小金井駅前１階Ａ１号
室

鈴 木 一 成
特定非営利活動法人全国
重度障害者相談支援協会
障害者相談センターイニ
シアティブ

松山市松前町二丁目８番
２号 フェリス７０５号

平成２４年
３月１日

３８３０１０２１４５ 一般社団法人愛媛県精神
保健福祉士会

松山市東石井五丁目３－
１３ 丸 田 一 郎 指定相談支援事業所トポ

ス松山
松山市東石井五丁目３－
１３

平成２４年
３月５日
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��������������

��������������

愛 媛 県 報平成２４年３月２７日 第２３５４号
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�愛媛県告示第４１０号
森林病害虫等防除法（昭和２５年法律第５３号）第７条の３第１項の

規定に基づき、平成１９年３月３１日に定めた愛媛県防除実施基準の一

部を変更した。

変更後の愛媛県防除実施基準に係る図書は、愛媛県農林水産部森

林局森林整備課並びに各地方局産業経済部森林林業課及び支局森林

林業課並びに東予地方局産業経済部森林林業課四国中央駐在、中予

地方局産業経済部久万高原森林林業課並びに南予地方局産業経済部

森林林業課愛南駐在及び八幡浜支局森林林業課大洲駐在において縦

覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４１１号
森林病害虫等防除法（昭和２５年法律第５３号）第７条の５第１項の

規定に基づき平成１９年３月３１日に指定した高度公益機能森林及び被

害拡大防止森林の区域の一部を変更した。

変更後の高度公益機能森林及び被害拡大防止森林の区域に係る図

書は、愛媛県農林水産部森林局森林整備課並びに各地方局産業経済

部森林林業課及び支局森林林業課並びに東予地方局産業経済部森林

林業課四国中央駐在、中予地方局産業経済部久万高原森林林業課並

びに南予地方局産業経済部森林林業課愛南駐在及び八幡浜支局森林

林業課大洲駐在において縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４１２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

宇和島市津島町山財１９８３

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、関係書類を愛媛県庁及び宇和島市

役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４１３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林を解除する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

新居浜市大永山字鶴嘴３３９の１０、３３９の２６、字須領スズ尾３４４の

６２

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第４１４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように解除する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

西予市三瓶町二及字ツボイ２番耕地９０７の１から２番耕地９０７の

３まで、字ミタライ２番耕地９２１の１から２番耕地９２１の４まで、

２番耕地９２５の３から２番耕地９２５の６まで

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第４１５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、

次のように指定を解除する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町山財１９８５

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第４１６号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、

次のように指定を解除する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

今治市登畑字ヲミヤ乙１９の１、乙１９の２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第４１７号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、

次のように指定を解除する。

愛 媛 県 報平成２４年３月２７日 第２３５４号

２３７



平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

今治市玉川町木地字子シ畑辛２３の６（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第４１８号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように指定を解除する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

今治市玉川町木地字子シ畑辛２３の６（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第４１９号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように指定を解除する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

新居浜市観音原町乙１の１９、乙１の２０、乙１の２６、乙１の２７、

乙１の３１、乙１の３２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第４２０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、

次のように指定を解除する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

新居浜市観音原町乙１の２４

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第４２１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、

次のように解除する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

新居浜市観音原町乙１１７の４

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第４２２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように解除する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

新居浜市観音原町乙１１６の３、乙１１７の３

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

工場用地とするため

�������
�愛媛県告示第４２３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように指定を解除する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

四国中央市具定町字日之尾山乙６４の３５、寒川町字寒川山乙２５４

の５９

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第４２４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１８条の２第１項の規定に

より、指定構造計算適合性判定機関を次のように指定した。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称及び住所

ビューローベリタスジャパン株式会社

神奈川県横浜市中区山下町１番地

２ 構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

東京都千代田区神田駿河台二丁目８番

３ 構造計算適合性判定の業務の開始の日

平成２４年４月１日

４ 指定をした日

平成２４年３月２７日

愛 媛 県 報平成２４年３月２７日 第２３５４号

２３８



�愛媛県告示第４２５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の３５の５第２項の規定により指定構造計算適合性判定機関から名称の変更の届出があったの

で、建築基準法に基づく指定構造計算適合性判定機関の指定（平成１９年６月愛媛県告示第１１７３号）の一部を次のように改正し、平成２４年４

月１日から施行する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１ 名称及び住所

一般財団法人日本建築総合試験所

省略

�愛媛県告示第４２６号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の３５の５第２項の規定により指定構造計算適合性判定機関から構造計算適合性判定の業務を

行う事務所の所在地の変更の届出があったので、建築基準法に基づく指定構造計算適合性判定機関の指定（平成２３年１０月愛媛県告示第１２５２

号）の一部を次のように改正し、平成２４年４月１日から施行する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２ 構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

名 称 事務所の所在地

省略

愛媛事務所 省略

佐賀事務所 佐賀県佐賀市駅前中央一丁目９番３８号

省略

�愛媛県告示第４２７号
指定金融機関等の名称、位置、取り扱う事務の範囲等（昭和４８年９月愛媛県告示第８２２号）の一部を次のように改正し、平成２４年４月１

日から施行する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

一・二 省略

三 収納代理金融機関の名称、位置等

� 名称及び位置

名 称 位 置

�～� 省略

� 四国労働金庫

�・� 省略

� 株式会社三井住友銀行

高松市浜ノ町７２番３号

東京都千代田区丸の内一丁目１

番２号

１ 名称及び住所

財団法人日本建築総合試験所

省略

２ 構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

名 称 事務所の所在地

省略

愛媛事務所 省略

省略

一・二 省略

三 収納代理金融機関の名称、位置等

� 名称及び位置

名 称 位 置

�～� 省略

� 四国労働金庫

�・� 省略

� 株式会社三井住友銀行

高松市番町三丁目５番１５号

東京都千代田区有楽町一丁目１

番２号

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前

��������������
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愛 媛 県 報平成２４年３月２７日 第２３５４号
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� 株式会社中国銀行

�～� 省略

� 三井住友信託銀行株式

会社

� 省略

岡山市北区丸の内一丁目１５番２０

号

東京都千代田区丸の内一丁目４

番１号

� 店舗の名称、位置等

１ 収納代理総括店

名 称 位 置

省略

三井住友信託銀行松山支店

省略

省略

２ 収納代理取扱店

愛媛信用金庫、宇和島信用金庫及び川之江信用金庫の本

店及び支店、東予信用金庫の本店、支店及び出張所並び

に四国労働金庫の県内の支店

愛媛県信用漁業協同組合連合会の本所及び支所

みずほ銀行及び三井住友銀行の本店、支店及び出張所、

中国銀行、山口銀行、阿波銀行、百十四銀行、四国銀

行、西日本シティ銀行、徳島銀行、香川銀行、高知銀

行、三井住友信託銀行及び商工組合中央金庫の県内の支

店並びに広島銀行の県内の支店及び出張所

�愛媛県告示第４２８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４２９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

� 株式会社中国銀行

�～� 省略

� 住友信託銀行株式会社

� 省略

岡山市丸の内一丁目１５番２０号

大阪市中央区北浜四丁目５番３３

号

� 店舗の名称、位置等

１ 収納代理総括店

名 称 位 置

省略

住友信託銀行松山支店

省略

省略

２ 収納代理取扱店

愛媛信用金庫、宇和島信用金庫及び川之江信用金庫の本

店及び支店、東予信用金庫の本店、支店及び出張所並び

に四国労働金庫の県内の支店

愛媛県信用漁業協同組合連合会の本所及び支所

みずほ銀行及び三井住友銀行の本店、支店及び出張所、

中国銀行、山口銀行、阿波銀行、百十四銀行、四国銀

行、西日本シティ銀行、徳島銀行、香川銀行、高知銀

行、住友信託銀行 及び商工組合中央金庫の県内の支

店並びに広島銀行の県内の支店及び出張所

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条久万線 西条市黒瀬字井手口乙１７７番１３

旧 ８．５～３４．５ ０．０５４

新 ２０．０～４１．０ ０．０５４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線 西条市黒瀬字井手口乙１７７番１３ 平成２４年３月２７日
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�愛媛県告示第４３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４３１号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２４年３月２７日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２４年３月１６日

３ 指定道路の位置

四国中央市金生町下分字馬木１１５２番１

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３４．２３メートル

� 幅員 ５．００メートル

�愛媛県告示第４３２号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４３３号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４３４号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線
西条市黒瀬字向乙２０２番２５から

同字乙２０２番２０まで
平成２４年３月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山川内線
松山市松末一丁目２３７番１から

同市松末一丁目１４６番７まで

旧 ９．０～１０．１ ０．１２０

新 ９．０～１３．５ ０．１２０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山川内線
松山市平井町甲１２４２番から

同町甲１３７６番４まで

旧 ８．１～１１．９ ０．１５０

新 １３．０～２２．２ ０．１５０
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�愛媛県告示第４３５号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４３６号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４３７号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４３８号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 粟井浅海線
松山市萩原乙２３５番３から

同市萩原乙２３７番２地先まで

旧 １０．０～２０．１ ０．０１６

新 １１．３～２０．１ ０．０１６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 粟井浅海線
松山市萩原乙２３５番３から

同市萩原甲１５９番３まで
平成２４年３月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久米垣生線
松山市古川南三丁目１４４９番５から

同市古川南三丁目８４４番５地先まで

旧 ２３．５～７２．０ ０．３０３

新 ２３．５～７２．０ ０．３０３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久米垣生線
松山市古川南三丁目１４４９番５から

同市古川南三丁目８４４番５地先で
平成２４年３月３０日
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�愛媛県告示第４３９号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４４１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４４２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２４年３月２７日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 八倉松前線

伊予郡松前町大字浜字今新開８０６番５地先から

同字８０６番２地先まで
平成２４年３月２７日

伊予郡松前町大字浜字今新開８０３番１地先から

同字７９６番７地先まで

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山松前伊予線

伊予郡松前町大字浜字今新開７９２番６から

同字７９２番３地先まで
平成２４年３月２７日

伊予郡松前町大字浜字今新開７９４番６から

同字７９６番６まで

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川松山線
松山市南梅本町甲９０３番２から

同市水泥町７３６番２まで
平成２４年３月２７日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７９号
伊予郡砥部町万年４７６番３から

同町川登３２６７番２まで

平成２４年３月２７日

１３：００
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�愛媛県告示第４４３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２４年３月２７日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

�愛媛県告示第４４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２３中局建（開）第６３号

平成２４年３月１６日

伊予市尾崎字天神下３番１及び３番３並びに米湊字大下１６５６番３及び１６５６

番４

伊予市米湊８２０番地

伊予市長 中 村 佑

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２３中局建（開）第６４号

平成２４年３月１９日
伊予郡松前町大字永田字同免２７２番１

松山市西長戸町１１２番地１

古 谷 壽 盛

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号

上浮穴郡久万高原町渋草１００８番１から

同町渋草１６３５番まで
旧 １１．０～２６．０

４．２～２８．０
０．０３６
０．０４３

上浮穴郡久万高原町渋草１００８番４から

同町渋草１６３５番まで
新 １０．５～１８．５ ０．０３６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町大瀬東２５９０番６から

同町大瀬東２５８７番まで
平成２４年３月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町大瀬東２５９０番６から

同町大瀬東２５８５番まで

旧 ２３．４～３４．０ ０．０１９

新 ２６．６～３４．０ ０．０１９
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�愛媛県告示第４４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
西予市三瓶町垣生字前新地丙１番４から

同町垣生字新地丙１３番１地先まで

旧 ４．０～２７．６
１３．５～２７．６

０．１４７
０．１０８

新 １３．５～２２．６ ０．１０８

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
西予市三瓶町周木字上伊崎１番耕地１６７番から

同町周木字上伊崎１番耕地１２８番４まで

旧 ６．２～３０．８
１４．４～３０．８

０．１６０
０．１０７

新 １４．４～２１．２ ０．１０７

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
西予市三瓶町周木字ツバイ網代７番耕地１２番５から

同町周木字荒網代６番耕地２７８番４まで

旧 ７．３～５８．６
２８．０～９０．６

０．２１５
０．１３２

新 ２５．０～９０．６ ０．１３２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 日向谷高野子線

西予市城川町川津南３８１６番３ 旧 ４．０～７．０
８．２～１６．０

０．０８７
０．０８４

西予市城川町川津南３８９０番 新 ８．２～１６．０ ０．０８４
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�愛媛県告示第４５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県ホームページコンテンツ管理システム開発業務の委託

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 日向谷高野子線

西予市城川町高野子７７０番地先 旧 ４．４～５．４ ０．０２８

西予市城川町高野子７９６番２から

同町高野子７９７番２まで
新 ７．６～９．０ ０．０２８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 日向谷高野子線
西予市城川町高野子７９６番２から

同町高野子７９７番２まで
平成２４年３月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 穴井三瓶線
西予市三瓶町垣生字ナカ甲１７３番１地先から

同町垣生字前新地丙１番６地先まで

旧

新 ４．１～１０．３ ０．０８５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 穴井三瓶線
西予市三瓶町垣生字ナカ甲１７３番１地先から

同町垣生字前新地丙１番６地先まで
平成２４年３月２７日

公 告
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� 委託業務名及び数量

愛媛県ホームページコンテンツ管理システム開発業務委託、

一式

� 委託業務の内容等

仕様書による。

� 委託期間

契約締結の日から平成２５年２月２８日まで

� 委託業務に係る成果品の納入場所

仕様書による。

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パーセントに相当する額を加算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額

の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３・２４・２５年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、かつ「特定調

達参加希望」の登録をしている事業者で、次の事項に該当するも

の

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務について、適切に履行し得る体制が整備されている

ことを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部管理局広報広聴課広報係

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２－２２４１

� 入札書の受領期限

開札の日時に開札の場所へ持参して提出するか、又は平成２４

年５月８日（火）午前１０時００分まで（必着）に�に掲げる場所
に郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法

律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便

事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による

同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるも

の。以下「郵便等」という。）により提出すること。

� 入札説明書の交付方法

ア �に掲げる場所で交付する。
イ 交付期間

公告の日から平成２４年４月２３日（月）まで。ただし、執務

時間中（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前８時３０分から午

後５時１５分までをいう。以下同じ。）に限る。

� 開札の日時及び場所

平成２４年５月８日（火）午後２時

愛媛県庁第二別館５階入札室

� 入札書の提出方法

持参又は郵便等により提出すること。電送による提出は認め

ない。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の受領期限

平成２４年４月２３日（月）午後５時１５分までに、３の�に掲
げる場所へ持参して提出、又は郵送すること。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Full documentation of designing of the Ehime Prefectural

web content management system

� Time limit of tender：２：００ p．m．，８ May ２０１２

（tenders submitted by mail：１０：００ a．m．，８ May２０１２）

� For further information，please contact：Public Relations

Sect ion，Publ ic Relat ions Div is ion, Administrat ion

Subdepartment，Planning and Development Department，

Ehime Prefectural Government，４‐４‐２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime ７９０‐８５７０ Japan

Tel ０８９‐９１２‐２２４１

監 査 公 表

�公表第６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２４年３月２７日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 岸 新

同 住 田 省 三

同 笹 岡 博 之
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２４年１月１１日

（監査の結果）

社会福祉法人伊方社会福祉協会に対する平成２２年度における愛媛県

軽費老人ホーム事務費補助金について、補助対象経費に補助対象外

経費を含めて算出したため、１４９，０００円が過大に交付されていた。

（措置の内容）

当該法人に対する平成２２年度の補助金について再調査した結果、補

助対象経費に補助対象外経費を含めて算出していたため、１４９，０００円

を過大に交付していたことを確認した。このため、補助金額の再確定

を行い、過大交付した補助金１４９，０００円の返還を命じたところ、平成

２４年１月１９日に全額が返還された。

今後は、補助対象施設に対し、再度、「軽費老人ホーム事務費補助

金事務処理マニュアル」の補助対象経費と補助対象外経費の別を周知

徹底させるとともに、補助金の額の確定の際の検査（確認）において

は、支出経費の詳細が記載されている「勘定元帳」を含めた諸資料の

検査（確認）を実施し、補助金の適正な執行に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 央 児 童 相 談 所 平成２３年５月１６日

（監査の結果）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ５，９５５，３８０ ３５，７３６，２９３ ４１，６９１，６７３

２１年度 ６，８０４，６２０ ３８，２２５，６０３ ４５，０３０，２２３

差引増減 △８４９，２４０ △２，４８９，３１０ △３，３３８，５５０

２ 児童相談所における一時保護所の安全対策については、児童福祉施

設最低基準等に基づき、火災等の非常災害に備え具体的な避難計画

の作成に努めるとともに、訓練を毎月１回以上実施することとされ

ているところ、避難計画が関係規程に適合していなかったほか、訓

練回数も十分でなかった。

（措置の内容）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措

置の際に負担金の制度を十分説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、平成１５年度に制定した「児童

福祉施設入所負担金徴収マニュアル」に基づき、所内に滞納整理班を

設け、四半期毎に徴収会議を開催するほか、個別滞納整理表の作成に

より未納者の状況把握と徴収可能な債務者の選別をし、重点的な滞納

整理に努めた。

今後とも、保護者との連絡を密にし、収入の確保に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２２年１２月３１
日現在

平成２３年度への
繰越額（平成２２
年度末現在）

平成２３年１２月３１
日現在

平成２２年度分 ５，２９１，３４０ ５，９５５，３８０ ５，６９２，６６０

滞納繰越分 ４４，３４０，４７３ ３５，７３６，２９３ ３４，６３６，９０３

計 � ４９，６３１，８１３ ４１，６９１，６７３ ４０，３２９，５６３

平成２３年度分� － － ５，１４６，９６０

合計（�＋�） ４９，６３１，８１３ ４１，６９１，６７３ ４５，４７６，５２３

２ 児童福祉法施行規則第３５条及び児童福祉施設最低基準第６条に基づ

く避難訓練、消火訓練を実施するため、「一時保護所避難（消火）

訓練実施要領」を定めるとともに年間計画を策定した。平成２３年度

からは、上記基準に定める月１回の避難訓練及び消火訓練を実施し

ている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 児 童 相 談 所 平成２３年５月２４日

（監査の結果）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，０６６，０３０ ３，１４５，８４０ ４，２１１，８７０

２１年度 ８７７，９１０ ４，０５１，８９０ ４，９２９，８００

差引増減 １８８，１２０ △９０６，０５０ △７１７，９３０

２ 児童相談所における一時保護所の安全対策については、児童福祉施

設最低基準等に基づき、火災等の非常災害に備え具体的な避難計画

の作成に努めるとともに、訓練を毎月１回以上実施することとされ

ているところ、避難計画が関係規程に適合していなかったほか、訓

練も実施していなかった。

（措置の内容）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措

置の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状、催告書を送付すると

ともに、徴収会議を四半期毎に開催し、未納者の状況把握と徴収可能

な債務者の選別を実施、訪問又は電話による重点的な納入催告に努め

た。

その結果、平成２３年度に繰り越した未収金４，２１１，８７０円のうち、平

成２３年１２月末現在２１２，５９０円を収納した。

今後とも、負担金の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分につ

いては、保護者との連絡を密にし、効果的な督促に努め、収入の確保

に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２２年１２月３１
日現在

平成２３年度への
繰越額（平成２２
年度末現在）

平成２３年１２月３１
日現在

平成２２年度分 ９７９，１９０ １，０６６，０３０ ８６２，７９０

滞納繰越分 ３，７１５，７５０ ３，１４５，８４０ ２，０４３，８６０

計 � ４，６９４，９４０ ４，２１１，８７０ ２，９０６，６５０

平成２３年度分� － － ７１６，４５０

合計（�＋�） ４，６９４，９４０ ４，２１１，８７０ ３，６２３，１００

２ 一時保護所の安全対策については、平成２３年度は、庁舎建替えのた

め南予児童相談所の庁舎では、一時保護を行っていない状況であり、

新庁舎での一時保護を開始する平成２４年４月以降についての一時保

護所避難計画及び一時保護所避難訓練計画を平成２３年１０月２４日に定

め、月１回の避難訓練を実施することとした。
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�公表第７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２４年３月２７日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 岸 新

同 住 田 省 三

同 笹 岡 博 之

選定した特定の事件 包括外部監査結果に対する措置状況等の検証

監査の結果に関する報告提出年月日 平成２３年３月２３日

監 査 対 象 機 関 総務部行財政改革局行革分権課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

指定管理者制度

１ 指定期間の間の報酬が定額ではなく、毎年度の協定により、上限額の範

囲内で指定管理者報酬が決定されている。県の都合による報酬の減額が

可能な制度となり、指定管理者制度の本来の趣旨に沿わないため、報酬

の固定化を検討すべきである。

２ 指定管理者が変更する場合の利用料金の帰属に対する明確な指針がない。

利用料金制の導入を前提とした指定管理者制度をとる以上、利用料金の

期間帰属に対する指針を策定すべきである。また、各施設で採用する方

法についても、担当部署以外で可否を検討し、実施状況のモニタリング

を含めた実施方法の規程化が望まれる。

厳しい財政状況が続き、予算編成におけるシーリングにより予算削減に取

り組んでいる中で、指定管理者の委託料については、議会等での御意見も踏

まえ、通常の維持管理経費とは切り離して、平成２１年度以降、算定基礎にお

ける削減率をゼロとし、委託料が県の一方的な都合により減額されることが

ないように配慮している。

指定管理者が変更する場合の利用料金の期間帰属については、平成１８年度

の指定管理者制度導入時の対応に準じて取り扱うよう、「指定管理者制度導

入及び運用に係るガイドライン」において具体的に明記する。

選定した特定の事件 愛媛県の関連諸団体

監査の結果に関する報告提出年月日 平成２３年３月２３日

監 査 対 象 機 関 企画振興部地域振興局国体準備課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

国民体育大会愛媛県準備委員会

当準備委員会から随意契約によって事業を委託されている愛媛国体競技力

強化支援募金委員会は、当準備委員会副会長でもある県体育協会長が会長と

なっている。随意契約による理由も記載されておらず、県体育協会への委託

や、自主事業としない理由が不明瞭である。

国体に必要な資金の一部に充てるための募金活動（国体募金）については、

当準備委員会が、本県ジュニア選手の育成などの競技力向上を目的とした募

金活動を行う国体競技力強化支援募金委員会の協力のもと、平成１７年度から

推進しているところである。

国体募金については、広く県内外の各界各層の理解と協力を得る必要があ

ることから、県体育協会をはじめ県内企業・団体で構成する募金委員会の協

力は重要と考えており、平成２３年度以降の随意契約関係書類には契約理由を

記載することとした。

監 査 対 象 機 関 県民環境部防災局消防防災安全課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

えひめ無事故・無違反コンテスト実行委員会

委員会は開催されていない。従前の例により、運営されているものと思わ

れる。

従来は、委員会の開催に替え、会則に定める「書面表決」により審議して

いたが、指摘を踏まえ、平成２３年度からは、委員会を開催している。

監 査 対 象 機 関 教育委員会事務局管理部生涯学習課

愛 媛 県 報平成２４年３月２７日 第２３５４号

２４９



�愛媛県公安委員会規則第４号
愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２４年３月２７日

愛媛県公安委員会委員長 亀 岡 マリ子

愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則

愛媛県警察組織規則（平成１７年愛媛県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（公安課）

第５３条 公安課においては、次の事務をつかさどる。

�・� 省略

� 警備犯罪の取締りに関すること（ 外事対策室の所

掌に属するものを除く。）。

（公安課）

第５３条 公安課においては、次の事務をつかさどる。

�・� 省略

� 警備犯罪の取締りに関すること（警備課及び外事対策室の所

掌に属するものを除く。）。

公安委員会規則

改 正 後 改 正 前

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

日本ボーイスカウト愛媛県連盟

仮受金会計という口座に、翌年度の会費等を入金し、年度初めに一般会計

に入金している。期間帰属ごとに管理するために実施したものと思われるが、

この口座が長年帳簿外になっており平成２１年度末残高は３，６４６千円であった。

過去からの利息や手数料など、本来は発生年度に一般会計等の収入とする

べきであったものが帳簿外の口座にたまることになる。

また、会員から会費を徴収する口座が帳簿外になることも不適当である。

緑化募金も、この勘定で集金・納付されるため、当団体の公式な帳票には全

く計上されない。

仮受通帳により一時的に出入金を行っていたが、平成２２年度末に廃止し、

一般会計の口座で直接処理をするよう改善した。

監 査 対 象 機 関 教育委員会事務局管理部文化財保護課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

愛媛県美術館友の会

１ 美術館内ショップからの在庫報告は入手しているが、当会で保管してい

る商品の入出庫表が作成されていない。現在の在庫を確定するとともに、

入出庫表を作成し、帳簿上の在庫と現物とを、事務局長等立会いのもとで

定期的に照合する必要がある。

また、ショップでのロスを把握するために、ショップからの入金証憑で

ある売り上げ明細入手の都度、在庫表と照合する必要がある。

特に、平成２１年度末には、当会事業として約２５０万円をかけて愛媛県美

術館の図録を作成している。開館当初は県事業として作成されていたが、

予算がとれないことなどから、当会で制作・販売している（売価は１，６００

円）。これについては、可能な限り遡及して出庫内訳を作成することが望

まれる。

２ 収支計算書の作成基礎である収支記録は、預金と現金を合わせて作成さ

れ、また収支の差額だけが記録されていることから、現金及び預金の残高

と照合できない。預金―現金間の振替等を反映しないこと、入出金取引も

比較的多い現金口座の残高を適宜照合出来ないことの２点につき問題があ

ると思われる。

これは、県の出納閉鎖に準じた処理方法をとったことによると思われる

が、当会のような小規模団体では、県のような統制が望めないため、適宜

照合可能な方法に改めるべきである。

具体的には、現金出納簿を別途作成し、毎日残高を照合すること、現金

から預金への振替など、全ての金員の異動を帳票に記録することが必要で

ある。

また、別途記載する入金の管理も合わせて行う必要がある。

保管商品の棚卸を行い、新たに入出庫表を作成した。商品に関しては毎月

末照合している。また、ショップでの売り上げ明細と在庫表の照合も同時に

行っている。美術館図録の出庫内訳に関しても、作成年に遡及し、商品の入

出庫表にまとめ一元的に管理している。

「現金出納簿」に代わるものとして「金銭出納帳」を整備しており、定期

的に「決裁済の書類の額」と「帳簿の記帳額」を突合し、記載漏れ等が無い

か確認するとともに、帳簿上の「差引残高」が「通帳の預金残高」及び「現

金保有額」の合計と合っているか確認をしている。

収支記録に関しては、差額ではなく全ての金員の移動を記録することとし

た。
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� 警備情報（ 外事対策室の所掌に属するものを除

く。以下この号において同じ。）の収集、整理その他警備情報

に関すること。

�・� 省略

（警備課）

第５４条 警備課においては、次の事務をつかさどる。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の施

行に関する事務で県警察の所掌に属するもののうち、核燃料物

質の防護に係るものに関すること。

� 特定物質（化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法

律第２条第３項に規定する特定物質をいう。以下この号におい

て同じ。）及び特定病原体等（感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律第６条第１９項に規定する特定病原体

等をいう。以下この号において同じ。）を使用したテロリズム

（広く恐怖又は不安を抱かせることによりその目的を達成する

ことを意図して行われる政治上その他の主義主張に基づく暴力

主義的破壊活動をいう。）が行われることを防止するための特

定物質及び特定病原体等の防護に関すること。

� 省略

� 省略

（検視官室）

第７２条の２ 捜査第一課に、検視官室を附置する。

２ 検視官室は、第３９条第４号の事務をつかさどる。

３ 検視官室に、統括検視官を置き、警視の階級にある警察官をも

って充てる。

４ 統括検視官は、上司の命を受け、検視官室の事務を掌理し、部

下職員を指揮監督する。

（災害対策室）

第７７条の４ 省略

２ 災害対策室は、第５４条第４号から第８号までの事務のうち災害

警備その他災害対策に関する事務をつかさどる。

３・４ 省略

（警察署）

第７９条 省略

２・３ 省略

４ 警察署に、別表に定める課及び通信室のほか、必要に応じ街頭

犯罪対策隊及び安全・安心推進隊を、課に、必要に応じ分室を置

く。

５～９ 省略

附 則

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。

� 警備情報（警備課及び外事対策室の所掌に属するものを除

く。以下この号において同じ。）の収集、整理その他警備情報

に関すること。

�・� 省略

（警備課）

第５４条 警備課においては、次の事務をつかさどる。

� 省略

� 極端な国家主義的主張に基づく暴力主義的活動に関する警備

情報（外国人に係るものを除く。以下この号において同じ。）

の収集、整理その他これらの活動に関する警備情報に関するこ

と。

� 前号に規定する活動に関する警備犯罪の取締りに関するこ

と。

� 省略

� 省略

� 省略

� 核燃料物質の防護に関すること。

� 特定物質及び特定病原体等の防護に関すること。

	 省略


 省略

（災害対策室）

第７７条の４ 省略

２ 災害対策室は、第５４条第６号から第１０号までの事務のうち災害

警備その他災害対策に関する事務をつかさどる。

３・４ 省略

（警察署）

第７９条 省略

２・３ 省略

４ 警察署に、別表に定める課及び通信室のほか、必要に応じ街頭

犯罪対策隊及び安全・安心推進隊を、課に、必要に応じ分室を置

く。

５～９ 省略

平成２４年３月２７日 発行
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